
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 36,629,441   固定負債 11,500,667

    有形固定資産 31,835,802     地方債等 9,013,114

      事業用資産 15,192,870     長期未払金 -

        土地 3,864,939     退職手当引当金 1,357,892

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,129,661

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,651,411

        建物 34,862,995     １年内償還予定地方債等 1,244,611

        建物減価償却累計額 -24,104,367     未払金 120,272

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 649,733     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -279,080     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 163,803

        船舶 -     預り金 106,627

        船舶減価償却累計額 -     その他 16,097

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 13,152,078

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 38,939,048

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -11,922,246

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 995,124

        その他減価償却累計額 -951,001

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 154,528

      インフラ資産 15,854,380

        土地 2,105,043

        土地減損損失累計額 -

        建物 130,750

        建物減価償却累計額 -58,289

        建物減損損失累計額 -

        工作物 38,568,460

        工作物減価償却累計額 -24,907,536

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,620

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 14,333

      物品 2,447,649

      物品減価償却累計額 -1,659,097

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 240,608

      ソフトウェア 31,540

      その他 209,068

    投資その他の資産 4,553,031

      投資及び出資金 1,322,497

        有価証券 600

        出資金 1,321,897

        その他 -

      長期延滞債権 416,529

      長期貸付金 21,840

      基金 2,753,591

        減債基金 -

        その他 2,753,591

      その他 60,734

      徴収不能引当金 -22,160

  流動資産 3,539,438

    現金預金 1,030,607

    未収金 197,707

    短期貸付金 -

    基金 2,309,607

      財政調整基金 2,116,079

      減債基金 193,528

    棚卸資産 6,459

    その他 -

    徴収不能引当金 -4,942

  繰延資産 - 純資産合計 27,016,802

資産合計 40,168,879 負債及び純資産合計 40,168,879

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 3,457

    その他 7,000

純行政コスト 14,305,504

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 10,457

  臨時損失 1,567

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,567

    使用料及び手数料 897,929

    その他 2,329,432

純経常行政コスト 14,314,393

      社会保障給付 1,231,929

      その他 10,281

  経常収益 3,227,361

        その他 210,342

    移転費用 9,536,835

      補助金等 8,294,625

      その他の業務費用 264,458

        支払利息 32,388

        徴収不能引当金繰入額 21,728

        維持補修費 123,703

        減価償却費 1,739,760

        その他 21,946

        その他 335,659

      物件費等 5,135,612

        物件費 3,250,202

        職員給与費 2,099,301

        賞与等引当金繰入額 163,803

        退職手当引当金繰入額 6,087

  経常費用 17,541,755

    業務費用 8,004,920

      人件費 2,604,850

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,726,034 39,598,710 -12,872,677 -

  純行政コスト（△） -14,305,504 -14,305,504 -

  財源 14,547,154 14,547,154 -

    税収等 8,660,229 8,660,229 -

    国県等補助金 5,886,924 5,886,924 -

  本年度差額 241,650 241,650 -

  固定資産等の変動（内部変動） -671,765 671,765

    有形固定資産等の増加 916,245 -916,245

    有形固定資産等の減少 -1,773,709 1,773,709

    貸付金・基金等の増加 1,024,523 -1,024,523

    貸付金・基金等の減少 -838,824 838,824

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 84,073 84,073

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -34,955 -71,971 37,016

  本年度純資産変動額 290,768 -659,663 950,430 -

本年度末純資産残高 27,016,802 38,939,048 -11,922,246 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 102,195

本年度歳計外現金増減額 -1,153

本年度末歳計外現金残高 101,042

本年度末現金預金残高 1,030,607

財務活動収支 -769,582

本年度資金収支額 43,255

前年度末資金残高 886,310

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 929,565

    地方債等償還支出 1,251,285

    その他の支出 16,097

  財務活動収入 497,800

    地方債等発行収入 497,800

    その他の収入 -

    資産売却収入 3,477

    その他の収入 24,299

投資活動収支 -750,984

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,267,382

    その他の支出 4,079

  投資活動収入 773,669

    国県等補助金収入 274,550

    基金取崩収入 466,645

    貸付金元金回収収入 4,698

  投資活動支出 1,524,652

    公共施設等整備費支出 901,303

    基金積立金支出 547,589

    投資及び出資金支出 68,892

    貸付金支出 2,790

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 7,000

業務活動収支 1,563,821

【投資活動収支】

    税収等収入 8,560,149

    国県等補助金収入 5,731,269

    使用料及び手数料収入 916,412

    その他の収入 2,021,005

  臨時支出 -

    移転費用支出 9,536,835

      補助金等支出 8,294,625

      社会保障給付支出 1,231,929

      その他の支出 10,281

  業務収入 17,228,835

    業務費用支出 6,135,179

      人件費支出 2,619,198

      物件費等支出 3,286,073

      支払利息支出 32,388

      その他の支出 197,520

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,672,014



 全体財務書類 注記  

  

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価  

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････該当事項はありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当事項はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物   15年～50年  

工作物  10年～60年  

物品    3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･･自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  



イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金 

 該当事項はありません。 

② 徴収不能引当金  

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

③ 退職手当引当金  

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。 

③ 損失補償等引当金  

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

④ 賞与等引当金  

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割

合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っていま

す（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準

じて会計処理を行っています）。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として

います。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払

いも含みます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等  

(1) 会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成 

を行っています。 

 

3 重要な後発事象  



該当事項はありません。 

 

4 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 

病院事業会計 地方公営企業会計（法適） 全部連結 ― 

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

東陽食肉センター特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

連結方法は次のとおりです。 

① 特別会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

該当事項はありません。 

 



付属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細 年度：令和4年度

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 36,281,674 237,135 82,164 36,436,644 23,255,342 660,594 13,181,302

　土地 3,838,021 3,836 14 3,841,844 - - 3,841,844

　立木竹 - - - - - - -

　建物 30,946,670 87,372 - 31,034,042 22,154,841 592,089 8,879,201

　工作物 365,090 52,449 6,432 411,107 149,500 13,698 261,607

　船舶 - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - -

　航空機 - - - - - - -

　その他 - - - 995,124 951,001 54,806 44,123

　建設仮勘定 136,768 93,478 - 154,528 - - 154,528

インフラ資産 44,306,298 665,288 60,706 - 27,044,932 914,074 17,865,948

　土地 2,010,636 117,509 7 - - - 2,128,138

　建物 3,942,548 - - - 2,007,816 92,847 1,951,887

　工作物 38,351,494 455,592 - - 25,037,116 821,227 13,769,970

　その他 - - - - - - 1,620

　建設仮勘定 - - - - - - 14,333

物品 2,389,262 232,993 154,213 2,468,043 1,679,491 165,751 788,552

合計 82,977,234 1,135,416 297,083 83,815,567 51,979,765 1,740,418 31,835,802

①有形固定資産の明細
※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。


